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序    文 

 

 2002 年から始まったとされる現在の景気回復は、戦後最長で 57 ヶ月続いた「いざなぎ景

気」を超えて 60 ヶ月に到達したものの「実感なき景気回復」と言われています。 

「いざなぎ景気」は、大阪万国博覧会という国家的イベントの開催やテレビ・クーラー・

自動車の一般家庭へ普及などにより、社会全体に活気があり国民全員が好景気を実感できた

時代でした。加えて、「いざなぎ景気」では名目経済成長率が年平均 18.4％の増加だったの

に対して今回の景気回復は 1.0％の増加に過ぎず、名目賃金に至っては「いざなぎ景気」が

物価上昇率（前年比平均 5.3％増）を大幅に超える 12.8％増（前年比平均）に対してマイナ

ス 0.1%に止まっておりますので、景気回復といわれても実感が湧かないのは無理がありませ

ん。 

また、多くの企業はバブル期に抱え込んだ「３つの過剰」といわれる過剰債務、過剰雇用、

過剰設備を削減しながら経営を続けており、いち早くリストラを断行した大企業の業績は確

かによくなりましたが、事業規模や業種、地域により「勝ち組・負け組」というような地力・

実力の格差が見られているため、なおさら景気回復の実感を社会全体で共有できていないと

いう状況です。 

これまで「実感のある景気回復」を牽引してきたわれわれ製造業は、景気動向以外にも団

塊の世代が大量に定年を迎えて経験・技能の低下が懸念される 2007 年問題と少子化時代に向

けた人材育成、多発する産業事故の防止、地球環境の保護等直面する課題は山積みです。「勝

ち組」の象徴的存在であるトヨタ自動車は純利益で１兆円を超える超優良会社ですが、現状

に満足せず「カイゼン運動」に取り組み、今なお成長と拡大を目指しています。この姿勢こ

そが製造業が今後も日本経済の原動力であり続けるための鑑と感じます。 

このような状況の中で、平成 18 年度の研究会のテーマとして「これからの製造業のあり方」

を取り上げ、合計 10 回の会合を重ねて油脂産業の領域を超えて製造業を調査研究し、油脂産

業がわが国の経済の一端を担うための方策について検討を行い、その成果としてこの報告書

を作成しました。今回参加されたメンバーのご努力に心から感謝いたします。 

 この報告書では、製造業の主要業種と油脂産業の現状及び今後の方向性についてまとめ、

現在の社会環境を見つめながら、最後に今後のわが国の油脂産業の取組みについての提言を

しております。この報告書が油脂産業に携わっておられる業界各社の方々に“ものづくり”

について考えていただくきっかけになれば幸いです。 

 

 

平成 19 年 3 月 

財団法人 油脂工業会館 

理事長  宇野 允恭 
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第１章 はじめに 
 
 現在日本の企業はこれまでにない環境変化の時期に来ている。 

 実直に資本主義経済を突っ走ってきた日本の企業は、1990 年台に入ると「バブル崩壊」に

より歯車が噛み合わなくなった。21 世紀に入り、ＩＴ関連事業の伸びや中国市場の開拓、各

企業の努力等の要因により、全体的な景気は回復基調にあるものの、その回復速度は業種・

企業間で様々である。 

 現在景気回復の先端を走り、高い成長率を維持している企業はその戦略として、本来の事

業活動で高い業績を目指す一方で、コンプライアンスや環境対策を取り上げ、企業の社会的

責任（ＣＳＲ：Corporate Social Responsibility）の獲得を掲げている。 

「ものを言う株主」という言葉がある種の流行語となったように、投資ファンドはもちろ

ん、インターネットの普及により一般投資家の株に対する投資意欲は旺盛である。このよう

な投資家の行動は好業績や新規事業意欲などのＩＲ活動と社会的信頼・信用は株価を上げる

要因ともなり、企業運営が好転する契機にもなりうる。 

逆に、法令違反や事故・災害及び品質問題は、メディアが発達した今日、その発生は瞬く

間に全国に報道され、企業名が公にさらされることにより企業の風評を下げることになる。

さらに、事故の原因が管理不足や不行き届きということにあれば、社会・顧客よりその企業

の管理能力に疑問符が打たれ、コンプライアンスや品質管理の質が問われて企業価値が下が

っていくこととなる。 

 一旦下がった評判・企業価値や商機を回復することは、どれほどエネルギーやコストを割

いてもカバーしきれないことが多いのも実情である。 

このような状況を踏まえ、本報告書は財団法人油脂工業会館の呼びかけにより油脂関連会

社７社よりメンバーが集まり研究会を構成し、「これからの製造業のあり方」をテーマとして

取り上げて議論・検討を行った結果をまとめたものである。 

 本研究会では、まず第２章においてわが国の経済の中の製造業の位置づけを学習した上で、

主要な業種の状況を分析し、次いで第３章において油脂産業を構成する「洗剤・石鹸・香粧

品」「食用加工油脂」「油脂化成品」のそれぞれの分野における現状を確認した。また、第４

章では現在日本の製造業が抱える課題を抽出し、第５章でこれからの油脂産業の方向性を示

した。そして、第２章から第５章までの研究を踏まえて第６章でまとめと提言で結びとした。 

 なお、第４章の中で取り上げるべき環境問題及びＢＲＩＣｓの台頭については、これまで

の研究会として取り上げてきたテーマと重複するため、敢えて本報告では触れなかった点に

ついては予めご承知おき願いたい。 

因みに、それらに関する調査・報告の内容は以下の３つで、油脂工業会館ホームページ

（http://www.yushikaikan.or.jp/）に掲載されているので、ご参照いただきたい。 

 

・油脂産業における廃棄物等の循環的利用（平成 13 年度） 

・油脂産業における地球温暖化対策（平成 14 年度） 

・油脂産業における最近の中国事情（平成 17 年度） 
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第２章 製造業の概況 
 
２－１ わが国の製造業の概況 
 バブルの崩壊以降下降気味であった国内総生産（ＧＤＰ）は、リストラや債務圧縮及び事

業の統廃合等の企業努力により、2002 年以来回復傾向を見せている。 
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図２－１ わが国の国内総生産と成長率の推移（参考資料：内閣府「国民経済計算」） 

 
特にＧＤＰ成長率に対する国内需要の寄与度は、企業収益回復による所得環境の改善が強

い下支えとなっており、2005 年度では全体の成長率 2.4%の８割に当たる 1.9%が国内需要で

ある。 
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図２－２ ＧＤＰ成長率に対する内外需寄与度の推移（参考資料：内閣府「国民経済計算」） 
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 ＧＤＰ総額に対する産業別の比率を比較すると、1996 年では製造業が 23.1%を占めて他の

産業をリードしていたが、2005 年には初めてサービス業に１位の座を譲ったものの、製造業

は依然として 20%を超えており、産業の中心であることには違いない。 

 
 

図２－３ ＧＤＰ総額に対する産業別比率（参考資料：内閣府「国民経済計算」） 
 

 また、企業収益（ここでは経常利益）に着目すると、製造業の経常利益及び前年比の変動

は、全産業の変動に直接関与していることが伺える。2005 年の製造業の経常利益は 23 兆円

で過去最高の水準に達し、全体の 42%を占めている。経年での伸び率はやや鈍ったものの、

2002 年以降増加傾向を維持しており、ＧＤＰの堅調な伸びは製造業の業績回復が寄与してい

ることも確認できる。これらのことから製造業の安定収益なしにわが国の産業の安定には繋

がらないということがいえる。 
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 ここで、主要な製造業の業種について 2000 年を 100 とした生産指数（国内で生産された製

品の付加価値額ベースの指数）を見ると、原油高を背景に低燃費車が好調な自動車関連を中

心とした輸送機械工業、携帯電話の需要増やデジタル化対応が旺盛な情報関連を含む電子部

品・デバイス工業と中国向けの輸出や自動車関連の伸びに牽引された鉄鋼業の生産が好調で

ある。これら以外の業種では大きな変動がない化学工業と下降の一途をたどる繊維工業は変

革の必要があると思われる。 
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図２－５ 製造業の主要業種別生産指数 

（参考資料：経済産業省「鉱工業生産・出荷・在庫指数」） 
 
２－２ 主な製造業の現状と今後の展望 
（１）鉄鋼業 
 戦後の高度成長期の象徴であった鉄鋼業は、1990 年代に入り高炉休止やリストラのニュー

スが飛び交ったものの、中国の粗鋼生産量の著しい増加等を背景に依然としてわが国の基盤

的産業の中核を堅持している。 

 技術的には高張力鋼板や継目無鋼管などの高級鋼分野で高い競争力を有し、さらに製鉄プ

ロセスでの廃プラスチックの利用など環境技術や省エネルギー技術も世界最高水準であるこ

とから、今後も世界をリードしうる状況にある。 

 一方汎用鋼分野においては、台頭する台湾・韓国勢に対しコスト競争力を維持することが

困難となってきている。原材料を輸入に依存するわが国はその調達が困難になった場合には

製造コストへの影響が大きく、さらに高炉一貫製鉄が主流の企業では生産体制の見直しが出

る可能性がある。 

 これに対応して鉄鋼業界では、2002 年に日本鋼管と川崎製鉄によるＪＦＥグループの形成、

と新日本製鉄，住友金属，神戸製鋼所による提携が成立し、大規模な再編が行われ、その結

果生産設備の集約などの経営資源の選択と集中が急速に進展している。 

 今後も中国をはじめとするアジア地域を中心に鋼材需要の増加が見込まれる状況の中、更
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なる業界再編などによる需要に見合った強靭な生産体制の構築と高い技術力を維持発展させ

るためには、日本の鉄鋼業界は技術開発・設備投資による高付加価値化への取り組みを継続

し、わが国の基盤的産業であり続ける必要がある。 
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図２－６ 鉄鋼業の業界地図 

（参考資料：「業界地図が一目でわかる本」ビジネスリサーチジャパン著） 
 
（２）情報関連産業 
 情報関連産業はデジタル機器の好調に加え薄型テレビ等向けの大型設備投資を相次いで実

施するなど、景気回復の牽引役を担っている。一方、デジタル製品等の価格下落により一層

コスト競争力が高まり、国内のみならず国際競争力を維持・強化するため、コスト削減努力、

事業の絞込みや組織改編、企業の枠組みを超えた合従連衡や充填事業への大規模投資など「選

択と集中」に取り組まなければならないことも現実である。 
 本産業は、世界的に市場が右肩上がりで成長を続けるデジタル家電分野で高い技術力を要

する高付加価値分野での強みが顕著であり、周辺の関連産業においての技術集積も優位性の

下支えとなっている。 
 今後はデジタル化・ネットワーク化の流れは一層強まるものの、いずれは低価格化が常態

化し、成熟市場となっていく。このとき「選択と集中」により得意部門を強化して利益率を

高め、コスト競争に対応できるようさらに大胆に事業構造を変革することを求められる。競



 - 8 - 

争力を高めるためには最先端の技術開発や製品開発はもとよりのこと、それ以外にも拠点の

再編・整理を検討する必要がある。その中にはグローバルな生産の最適機能分業がひとつの

方策となるものの、技術流出などのリスクを特に考慮しなければならないことから、地域特

性を踏まえた戦略的な対応が必要である。 
 
（３）自動車産業 

 自動車産業については国内と海外でその生産の状況が大きく異なる。 

 国内の生産は国内市場の成熟化と輸出の安定により、ここ数年は年間生産台数が 1,000 万

台を維持しながらも横ばいで推移している。 

 一方海外生産については、輸出から現地生産へのシフト、中国等の新興市場の拡大を背景

に、1990 年代以降急速に伸びており、2005 年に初めて 1,000 万台を超え、2007 年には国内

生産を上回ることが確実な状況である。 

 わが国の自動車産業は自動車メーカーと部品供給メーカーとが独立関係にありながらも開

発時から擦り合わせを行いながら開発を進め、性能・品質の向上を図ることにより日本車の

国際的地位を築いてきている。排出ガスの低減や燃費向上などの環境関連における優れた技

術もこの擦り合わせが生んだ産物である。さらに高生産性、コストの縮小と納期短縮を実現

するため自動車メーカーと部品メーカー間でのジャストインタイムの生産システムやそれぞ

れの拠点・配置戦略が充実しているところが本産業の強みである。 

 中国をはじめとした成長著しい新興市場において、本産業がさらに飛躍発展していくため

には、国際的な競争に勝ち抜いて事業の拡大を続けることがきわめて重要であり、海外進出

に際しての積極的な海外現地進出戦略と人材の確保が課題として挙げられる。 
 
（４）繊維産業 
 繊維は中国・東南アジアからの輸入品の流入により、活気ある産業というイメージはない。 
しかしながら、日本の繊維産業の有する技術力とデザイン力は世界屈指であり、それらを

活用したコストパフォーマンスのよい商品の開発と生産や流通ロスを極小化した生産・販売

体制が整えば、国際競争力を発揮できる可能性がある。特に中国都市部においては人口増加

と可処分所得の拡大が続いており、高付加価値品への需要拡大が見込めることも期待材料と

なっている。 
最適な生産・販売体制のひとつには中国をはじめとする東アジア諸国を中心とした最適立

地に生産拠点を置くことが挙げられる。しかし中国一極集中にはリスクもあるため、東南ア

ジアにも視野を広げてリスク分散を図ることも必要である。 
 また、繊維産業の中には業績回復をしている国内企業もある。業績回復の原因は、本産業

の強みを生かしたものばかりでなく、従来繊維を主体に生産活動をしてきた企業が非繊維事

業強化を進めたことやデジタル家電・自動車向けフィルムや樹脂などの先端素材メーカーへ

転進しつつあることも理由となっている。決して既存の産業の範囲に止まらず、既存産業よ

りもさらに発展の見込のある先端産業へのかかわりを見つけ、新たな事業展開を図ることが

目に見える形で現れているのが本産業の特色でもある。 
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（５）化学産業 
 化学産業は石油化学製品、無機化学品、化粧品、ゴム製品など広範囲な分野にわたる素材

や最終製品を供給すると共に、情報・電子材料などの新産業として成長してきた分野におい

て機能向上を支える材料を開発・供給する使命を担う日本の基幹産業である。 
 研究開発や品質管理面で高い評価のある日本の化学産業は、電子材料用の材料等のように

機能性を求められる分野にはユーザーの必要とする技術を先取りし提案できる能力を、汎用

品分野には新規な製品開発と生産技術を持って臨み、各企業は国際的にも高い競争力を有し

ている。 
 一方、日本の企業規模は大手石油メジャー系の化学企業に比べて大きくなく、差別化の余

地の乏しいポリエチレン等の既存汎用品の分野では劣勢で太刀打ちできない。 
 世界では堅調な化学品需要が期待されており、中国を中心としたアジア市場の伸びが著し

い。今後も中国や中東における大規模石油化学プラントの新増設により、さらにアジア市場

における競争が一層激化することが予想される。日本の化学企業は原料の効率的調達体制の

構築、事業の選択と集中等の取り組みが必須で、その対応策として、海外の成長市場への生

産拠点の展開や国内外を問わない企業規模拡大のための積極的な合弁や連携が不可欠となる。 
また、環境保全を確保するためのマネジメントの重要性が高まる中で、化学物質の取扱、

安全及び法規制に対しても充分な配慮をするとともに関連の技術開発も進めていく必要があ

る。 
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第３章 油脂産業の現状 
 
３－１ 洗剤・石鹸・香粧品 
洗剤・石鹸分野は、主として国内で生産した製品を国内で販売・消費するという事業構造

になっており、日本の人口推移や出生率等を考えただけでも、大きな市場の成長は望めない。

特に衣料用洗剤分野に関しては、メーカーの啓蒙活動もあり「汚れたら洗う」から「着たら

洗う」というように消費者の意識自体も変わり定着しているため、単純な市場成長は一層厳

しい状況にある。 

過去 40 年間、いわゆる高度成長期と人口増加が相まって、洗剤及び石鹸は、順調に生産量

を伸ばしてきた。しかしなが

ら、1990 年代以降コンパクト

洗剤の急速な普及により、一

旦生産量を落とした後、近年

は横ばいの状態が継続してい

る。 

 浴用石鹸は身体洗浄剤への

転換が進み数量、金額、単価

いずれも継続的な低下傾向に

ある。一方、洗顔・ボディ用

身体洗浄剤は、浴用石鹸の減

少分と入れ替わる形で数量、

金額ともに上昇傾向にあり、

単価の低下も少ない。 

 衣料用（粉末）については、

市場成熟で伸びはなく、販売

金額は低下傾向である。また近年は、原油高による石化原料上昇の影響、及び環境循環可能

な原料使用の観点から、ＬＡＳ（直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩）から天然系原料への

原料転換も進みつつある。他方、衣料用（液体）は、衣料用洗剤市場自体の伸長のない中、

数量、金額の大きな伸びがみられる。この粉末から液体への動きは液体洗剤のポテンシャル

としてのとけ残り感への安心感への訴求等がその一因と考えられる。 

このような成熟市場にあって数量微増、金額も増加傾向にあり、単価も上昇している数少

図３－１ 浴用石鹸の販 図３－２ 洗顔･ボディ用身体

洗浄剤の販売状況
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図３－３ 衣料用（粉末）洗剤 
の販売状況 

図３－４ 衣料用（液体）洗剤 
の販売状況 

図３－５ 柔軟仕上げ剤の販売状況
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ない分野が柔軟仕上げ剤である。特に近年柔軟効果のみでなく、香り・消臭・防臭効果賦与

等による高付加価値化により市場伸長している。 
また、台所用洗剤は、金額、数量とも低下傾向にある。過去Ｏ－１５７等に起因する殺菌

訴求に伴う市場伸長がみられたが、自動食器洗浄機の普及ともあいまって、現在は市場も完

全に成熟している。一方、市場の規模は小さいものの、上昇傾向にあるのが住宅・家具用洗

剤の分野である。金額、数量伸びており単価も改善している要因は、柔軟仕上げ剤と同様、

新たな機能賦与により高付加価値化したことに起因しているものと考えられる。 

更に、衣料用洗剤や台所用洗剤の末端価格は、特売の目玉商品になるなど、バブル崩壊後

の 1990 年代以降のデフレの影響をまともに被り、製品の利益性を更に圧迫する結果となって

いる。やや景気が持ち直し始めたといわれるここ数年においても、洗剤分野の価格下落には

歯止めがかかっていないのが現状である。 

 
 

図３－８ 過去３年間の消費者物価指数の推移（東京都区部） 

図３－６ 台所用洗剤の販売状況 図３－７ 住宅・家具用洗剤の販売状
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 シャンプー・ヘアリンス・ヘアトリートメント分野は、洗剤・石鹸分野と様相が異なり、

日本独自の消費者事情であるヘアケアに関心が高いこともあり、1990 年度より、微増ではあ

るものの右肩上がりの販売実績となっている。 

2005 年度実績を 2004 年度対比で詳細に見てみると、シャンプーは数量で 144,469 トン(前

年比 103%)、金額では 100,545 百万円(同 102%)となり、新製品の市場の拡大をもたらし、出

荷金額も1,000億円の大台に到達した。ヘアリンスは58,284トン(同 103%)、32,758百万円(同

99%)と数量は持ち直したものの、金額では横ばいであった。一方、ヘアトリートメントは

34,726 トン(同 107%)、57,794 百万円(同 115%)と市場の拡大が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衣料用洗剤分野は、上述のような状況に加え、粉末洗剤から液体洗剤への緩やかな移行が

進行している。世界的に見ると、この傾向は米国では特に顕著であったが、外資メーカーの

攻勢もあり、国内市場も変化を見せ始めている。 
製造技術の観点から考えると、粉末

洗剤は装置産業的側面があるため、既

存メーカーには、製造面での技術の蓄

積による優位性があるといえる。しか

しながら、価格競争が先行し、コスト

ダウンが優先されるため、付加価値を

付与して販売価格を上げ、利益性を向

上させるような施策を打つ余裕が少な

くなっている。また、原油高騰等の影

響を価格転嫁しにくい事業構造になっ

ていることも、自由度を制限する要因

となっている。石鹸分野については、

市場の縮小傾向により、技術開発にスタミナを避けることができない上、途上国の品質が上

がり、一部または全部の海外生産が進行している。 
一方、昨今の電気製品等ハード面の向上により、特に衣料用洗剤や台所用洗剤の分野で機

能が競合してくる面が生じている。この点も商品の付加価値を考える上で重要な要因となっ

ている。 

図３－１０ シャンプーの販売状況 
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図３－１１ リンスの販売状況 図３－１２ トリートメントの販売状況 

図３－１３ 世界の洗剤生産量と形態の内訳（1998、上位 10 カ
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３－２ 食用加工油脂 
食用加工油脂はマーガリン・ショートニング、精製ラード、食用硬化油、マヨネーズ・ド

レッシングに分類され、国内市場用途の中でもっとも消費量が多いのが業務用マーガリン・

ショートニングである。その用途は主に製パン・製菓に使用され、ベーカリーマーガリンと

も呼ばれており、パンや菓子の多様化に合わせ、ケーキ用・アイシング用（アイシング＝ケ

ーキやパンの表面にかけるバタークリームなど）・ロールイン用など、用途別の製品が数多く

開発されている。 

マーガリンは、1869 年にフランスでバター不足時代の代用品として生まれ、日本では 1908

年マーガリンの生産が開始された。戦後の学校給食等によるパン食の普及や、生活の欧米化

に伴い需要は著しく増加し、バターの代用品とのイメージから、今ではバターとは別の食品

という地位を得てきた。一方、食用加工油脂の長期的な生産動向を振り返ると、緩やかな増

減を繰り返しており、2005 年の食用加工油脂生産量についても 70 万 9,100 トンで、前年比

98.8%と微減に留まっており、国内需要はほぼ飽和の域に達しているといえる。 

 
         表３－１ 食用加工油脂年次生産量          （単位：トン，％） 

（出所：食用加工油脂統計年報） 

 
今後の国内需要を人口動態の視点から想定してみると、出生率は５年連続で低下し 2005

年は過去最低の 1.25 を記録し、人口の減少は従来の予想よりも早く進むと見られる。加えて

エネルギー摂取量が少ない高齢者の増加と若年層の減少が加速度的に進むこれからの高齢化
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社会では、国民一人当たりの油脂摂取量は確実に減少すると推定され、人口減と合わせて国

内の油脂需要量は今後、漸減へ向かうことは避けられない状況にある。 
食が多様化する中、各用途別の商品開発により生産量の発展を遂げてきた食用加工油脂で

あるが、商品の付加価値の発展についてみた場合、副食品・副資材ないし添加物的使用にお

いて、高付加価値といえる食用加工油脂製品はまだ極少量と言えよう。特に食用加工油脂分

野の中で消費量の多い業務用食用加工油脂では、その代表的な需要先である「製菓」「製パン」

「即席めん」「外食」の各業界における使いやすさ、言い換えれば需要先商品の作りやすさに

重点が置かれ開発されてきたのでないだろうか。成熟市場に発展するまでの間は、需要先の

生産性向上に寄与する使いやすい新製品は付加価値が高いと捉えられてきた面もあるが、国

内需要がほぼ飽和に達した現在、使いやすいが出来上がる商品品質はどれも同じであるよう

な、効率的に平凡な商品を大量生産するための新製品に高い付加価値が見いだされなくなる

ことも危惧しておく必要があるのではないだろうか。 
 
３－３ 油脂化成品 

 脂肪酸、グリセリン、天然高級アルコール、界面活性剤等の分野で構成される油脂化成品

は、天然油脂を主原料とし、同じ油脂産業である洗剤・石鹸・香粧品の分野や医薬・化粧品、

ゴム・プラスチックをはじめ数多くの産業に素材を供給する脇役的存在でありながら、我々

の快適な暮らしを支える不可欠なものである。 

 

①国内企業の状況 

 日本石鹸洗剤工業会の年報によると、国内で油脂化成品を製造または販売している国内企

業は７社で、７社全てがグリセリンに携わり、阪本薬品工業㈱を除く６社は脂肪酸、グリセ

リン及び界面活性剤を製造または販売している。さらに㈱ＡＤＥＫＡとミヨシ油脂㈱を除く

４社が高級アルコールを製造または販売している。 

 

表３－２ 主要国内企業別製造・販売品目一覧（油脂化成品関連） 

  脂肪酸 グリセリン 高級アルコール 界面活性剤 食用加工油脂

㈱ＡＤＥＫＡ ○ ○   ○ ○ 

花王㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 

阪本薬品工業㈱   ○       

新日本理化㈱ ○ ○ ○ ○   

日本油脂㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 

ミヨシ油脂㈱ ○ ○   ○ ○ 

ライオン㈱ ○ ○ ○ ○   

（参考資料：日本石鹸洗剤工業会 年報）

 

 また、これら国内企業７社はいずれも、既に自社単独または現地法人や日本の商社との合

弁で大規模な国策でプランテーション事業が進んでいたパーム油及びパーム核油を豊富に栽

培する東南アジアに生産拠点の一部を設け、日本への輸出のみでなくアジア圏への供給を行

っている。 
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表３－３ 日本企業の油脂化成品に関する海外進出 

㈱ＡＤＥＫＡ 
PALM-OLEO マレーシア 脂肪酸・グリセリン 

ミヨシ油脂㈱ 

PILIPINAS KAO フィリピン 高級アルコール 

FATTY CHEMICAL マレーシア 高級アルコール 
花王㈱ 

Sakamoto Orient Chemicals 

Corporation フィリピン グリセリン 阪本薬品工業㈱

Cognis Rika マレーシア 高級アルコール 新日本理化㈱ 

Sinar Oleochemical International インドネシア 脂肪酸・グリセリン 日本油脂㈱ 

 

②脂肪酸・グリセリンに関する日本国内企業の動向 

 日本の脂肪酸製造企業６社は、自社独自に生産拠点を構える３社のほか、1979 年に３社の

合弁で千葉脂肪酸㈱を設立して以降、５拠点で生産をしている。 

 

表３－４ 国内の脂肪酸製造拠点 

  自社 合弁 

花王㈱ 和歌山工場   

㈱ＡＤＥＫＡ   千葉脂肪酸㈱ 

新日本理化㈱   千葉脂肪酸㈱ 

日本油脂㈱ 尼崎工場 千葉脂肪酸㈱ 

ミヨシ油脂㈱ 神戸工場   

 

 これら５拠点での生産数量は、1990 年の 480 千トン／年をピークに達し、2005 年には 350

千トン／年に激減した。 

減少の理由は、国内消費量が 1995 年に 525 千トン／年から 2005 年に 450 千トン／年に減

少したことと、輸入量が増加したことによる。1990 年には 10％に過ぎなかった輸入品への依

存率が 2005 年には 23％に達している状況である。 

 国内消費量の減少には、川下の企業活動がバブル崩壊により減退したことと海外へ生産拠

点が移動したことが考えられる。 

一方輸入品の流入増の背景には、川下企業の海外移転と同様に前述の通り海外へ移転した

生産拠点から輸入する数量が増加したこと、1995 年に発生した阪神大震災が関西地区に集ま

っていた生産拠点からのデリバリーが滞ったため、リスク対応として輸入品への切替が進ん

だ。それまで輸入品の品質に対し臆病になっていた川下企業も採用を決断せざるを得ず、結

果的に十分使用に耐えうることが確認できたということから、これ以降脂肪酸は完全にコモ

ディティ商品となったということがいえる。 
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図３－１５ 脂肪酸の国内需給推移 

-20

0

20

40

60

80

100

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

数
量
［
千
ト
ン
/
年
］

生産量 輸入量 輸出量 国内消費量

　　輸入依存率　：　１２％→３２％→３４％→４９％

図３－１６ グリセリンの国内需給推移 

 

 一方、グリセリンは、国内消費は順調に伸びているのに対し、脂肪酸同様、国内生産量は

減少しており 1990 年の 52 千トン／年から 2005 年には 46 千トン／年となった。特に 2000

年からの激減は、医薬品及び化粧品に使用される用途のあるグリセリンが、狂牛病不安によ

り植物油脂由来の輸入品が重宝されたことによるものである。 

 

③高級アルコールに関する動向 

 以前はヤシ油が主たる原料であったが、パーム油の生産量上昇に伴いパーム核油が重要な

位置を占めるようになり、アルコールプラント建設の中心が主要生産国のマレーシア、イン

ドネシアにシフトされてきた。日本のメーカーもフィリピンでのヤシ油を原料としたアルコ
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ール生産、中間原料生産からマレーシアでの生産に移行、拡大してきており、日本で高圧還

元による生産は一工場のみとなっている。また、最近では消費地立地の観点から中国・タイ

での新プラント計画が増加傾向にある。 

 国内の天然高級アルコール消費量は数年前の70千トンから75千トン程度に増加しており、

合成洗剤向けの合成原料からの切り替えが進んでいると思われる。天然高級アルコールの輸

入量も年々増加しているが、特にマレーシアでの増産による自家消費分によるものと思われ

る。 

 国内の天然高級アルコール市場の半分以上はトイレタリー関連であり、汎用品の販売先と

しての大手洗剤メーカーは同時にアルコールメーカー、あるいはメチルエステルをベースと

する界面活性剤メーカーであるため、オープンマーケットとしては小容量のユーザー比率が

高くなっている。 

表３－５ 推定される天然高級アルコールの輸入量  （単位：トン） 

  2001 2002 2003 2004 2005 

マレーシア 44,524 49,557 51,711 55,124 57,485 

フィリピン 983 1,043 326 331 218 

インドネシア 4,936 6,407 5,860 4,768 5,548 

インド 960 781 726 607 559 

合計 51,403 57,788 58,622 60,830 63,810 

（参考資料：日本貿易統計） 

 

④界面活性剤に関する動向 

界面活性剤は、工業用の洗浄剤をはじめ合成樹脂エマルジョン、食品乳化剤、繊維助剤、

ＩＴ分野材料や家庭製品、シャンプー・リンスなどに幅広く使用されている。このため、需

要に大きな変動はないといわれているが、ここ数年は減少の基調が続いていた。2005 年の生

産は、合成洗剤向けに回復がみられたことなどから秋以降に増加して、減少に歯止めがかか

り前年比 1%ではあるが増加した。販売は数量が 81 万 1050 トンで 1.1%の増加に対して、金額

は 1948 億 8200 万円で、2.6%増と５年ぶりに増加した。全体の約８割を占める産業用界面活

性剤は、繊維が厳しい状況にあるが、香粧・医薬が堅調であった。また、自動車用やＩＴ電

子などの活況を映して合成ゴムやプラスチック向けが堅調であった。輸出は 近年、堅調に

伸びてきたが、昨年は欧州向けなどが落込み９%減少して 10 万トンを下回った。一方の輸入

は、汎用品を主体に 8%増加して４万トンに迫る数量となった。 

 

      表３－６ 界面活性剤の生産推移  （単位：トン，％） 

 2003年数量 2004 年数量 2005 年数量 

界面活性剤合計 1,035,837 1,004,660 1,011,347 

   伸び率  －   △3 1 

                 （出所：経済産業省化学工業統計） 
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表３－７ 界面活性剤の輸出入実績推移（単位：トン，％） 

 2003 年 2004 年 2005 年 

輸出実績 94,566 107,449 97,791

 伸び率   8 14 △9

輸入実績 37,782 36,152 39,063

 伸び率 10 △4   8

（出所：財務省通関統計） 

 

⑤国内企業の強みと弱み 

 国産の天然油脂は牛脂と豚脂が主流でいずれも狂牛病発生以降、植物性指向が強まりなが

らも根強くきめ細かい品質管理の中で動物油脂中心の原料で供給しているということである。

大ロット、世界標準ともいえる統一規格の輸入品に対し、手をかけて小ロットでユーザーニ

ーズに応えることができるのはやはり国内企業の強みである。また、国内企業はいずれも各

社の中で自消する誘導体を持っているため、一貫生産ということが可能であることも強みで

ある。 

 また、海外展開に関しては、各社とも早くから安価な油脂原料を求め東南アジアでの生産

を開始しており、きめ細かい品質管理、構築されたデリバリー体制を生かし、海外メーカー

の輸入品に対抗している。 

 世界的なネットワークがある大手の石鹸・洗剤メーカーやゴムメーカーは、油脂化成品の

大手のユーザーである。これらが挙ってグローバル購買を行った際には、きめ細かなサービ

スは求められず、コスト一本の勝負となる。製品の供給能力からも、残念ながら生産設備の

規模としては国内企業はいずれも小規模としか言えず、太刀打ちができない。 

 生産コストも東南アジアから油脂を輸出する場合と加工した脂肪酸等を輸出する場合とで

は、加工した物を輸出するほうが関税も優遇された税率となるため、労働力を含めたインフ

ラ、固定費は太刀打ちできない。 

 また、脂肪酸を製造するにはグリセリンが必ず発生し、また油脂留分のバランスを消費す

る必要があり、生産側ではコントロールしがたい部分である。 

 さらに、メーカー独自の新製品の創出が困難である製品であるため、誘導体または末端ユ

ーザーへの提案型の用途開発が求められる。 
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第４章 成長を阻害する環境変化 
 

４－１ 従業員の高齢化  

（１）団塊世代の定年（2007 年問題） 

 2007～2009 年の３年間で団塊世代は 60 歳を迎える。日本では、60 歳という定年年齢を一

律に定めている企業が圧倒的に多いことから、この３年間で大量の定年退職者が発生する。

団塊世代が 60 歳を迎えた時点で、100 万人余りが定年退職することが見込まれ、2007～2009

年の３年間では、300 万人の大量退職者が見込まれる。 

 近年、団塊世代の現役からの引退が社会、経済、労働市場、貯蓄・消費、企業経営等に与

える影響が注目されている。 

 2007 年問題として、先ず、300 万人といわれる団塊世代の労働者が一定期間の中で大量に

退職して行くことで、深刻な労働力不足に陥ることが予測され、日本企業は現在、労働者の

不足を免れるために、積極的に新規採用を行っている関係で、一時期よりも採用市場が好転

したのは、このことも要因の一つであると考えられる。 

次には、ベテラン労働者の大量退職は、今日まで培われてきた高度な技術・技能の継承を

途絶えさせる危険があり、欧米企業と比較して、組織内で属人的な働き方をする労働者が多

い日本企業では、技術・技能を持つベテラン労働者が退職すると、その労働者と共に技術・

技能が企業から失われてしまう。これらをいかに企業の資産として残すかという課題に企業

は取組んでいるが、そのためには多くのコストを要し困難を極めている現状である。 

三つ目には、大量に退職者が出ることに伴い、企業が支払う退職金も増加する。このこと

で企業は自身の体力が奪われ、設備投資など積極的な戦略が取り辛くなってしまうなど、こ

れら三つの問題は各企業の国際競争力の低下を招くことが危惧される。 

 

（２）団塊世代の退職の影響 

大量の退職者による企業への影響度を内閣府が 2005 年１月に、2,734 社（従業員数 30 人

以上）から企業調査した結果を抜粋紹介する。 

 

 表４－１ 団塊世代の退職の影響        （単位：％） 

区 分 合 計 

（社数） ％ 

かなり 

ある

多少 

ある

特に 

ない 

分から

ない

企業活動への影響 (2,734)100.0   9.2 39.8 43.8 6.3

労務コストの軽減効果 (2,734)100.0   15.1   52.4   25.8    5.7

年齢構成の若返りの影響 (2,734)100.0   44.6    8.9   29.8   15.8

管理・指導者層の確保への懸念 (2,734)100.0    8.2   47.9   38.2     3.5

専門・技術者層の確保への懸念 (2,734)100.0    8.2   47.3   39.6    3.6

 （内：製造業） (  917)100.0   11.6   53.9   31.3    2.4

 （内：サービス業） (  399)100.0    7.7   42.3   44.5    3.3

後の世代への技術・技能の伝承 (2,734)100.0    4.7   41.4   48.4    4.5

 （内：1000 人以上の企業規模） (   43)100.0    7.4   46.8   41.1    3.9

（出所：内閣府調査資料） 

先ず、「企業活動への影響」としては、「特に影響がない」が 43.8%と最も多く、「多少ある」
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「かなりある」は合せて 49.0%である。また、「労務コストの軽減効果」は「多少ある」「か

なりある」が 67.5%を占めるが、「特に効果ない」も 25.8％みられる。 

「年齢構成の若返りの影響」は「どちらかといえば組織が活性化する」とポジティブな評

価が 44.6％を占め、「どちらかといえば企業活力が低下する」というネガティブな評価

（8.9％）を上回っている。 

「管理・指導者層の確保の懸念」「専門・技術者層の確保の懸念」は「多少ある」「かなり

ある」が夫々56.1％、55.5％と過半数を占め、「特に懸念がない」が４割弱となっている。業

種別にみると、製造業では「懸念がある」の割合が全体に比べて高く、サービス業では「特

に懸念がない」の割合が特に高い。 

「技術・技能の伝承」は、「特に変化はない」が 48.4％と最も高いが、それとほぼ拮抗し

て「多少困難化する」「かなり困難化する」も 46.1％を占めている。企業規模別にみると、

1,000 人以上の企業で「困難化する」の割合が全体に比べて高くなっている。 

 

（３）労働力減少社会への対応 

 

         表４－２ 労働力の活用             （単位：％） 

区  分 拡大する 

方向 

大きな 

変化なし

縮小する 

方向 

分から 

ない 

非正規労務・外注の活用 37.1 45.4 4.4 12.3 

女性の活用 27.4 63.1 1.9 7.1 

高齢者の活用 24.0 59.1 6.1 10.2 

（出所：内閣府調査資料） 

 

労働力減少社会の到来による「人材確保の困難度」は「大きな変化なし」とする企業が

40.2％と最も多く、「より困難となる方向」は 34.9％となっている。 

採用方法については「新卒・定期採用が中心だが、中途採用・通年採用を拡大」「中途採用・

通年採用が中心だが、新卒・定期採用を拡大」が合計５割弱を占め、新卒採用と中途採用と

の併用型が増える傾向がみられる。 

「非正規労働・外注の活用」「女性の活用」「高齢者の活用」はいずれも、「大きな変化なし」

が最も多く、「拡大する方向」を上回っている。 

 

（４）定年延長の実態 

 

        表４－３ 定年制の有無、定年制の定め方    （単位：％） 

区 

分 

全企業 計 一律に 

定めている 

職種別に 

定めている 

その他 定年制を 

定めていない 

定年制 100.0 95.3（100.0） (97.6) (1.8) (0.6) 4.7 

 （出所：厚生労働省調査資料） 

 

定年制を定めている企業割合は 95.3%。企業規模別にみると、規模が大きいほど定年制を

定めている企業割合が高い。定年制を定めている企業のうち、一律定年制を定めている企業
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割合は 97.6％となっている。 

 

     表４－４ 一律定年制を定めている企業における定年年齢  （単位：％） 

区 分 一律定年制を 

定めている企業 

59 歳以下 60 歳 61～64 歳 65 歳 66 歳以上

定年年齢 (97.6)100.0 0.1 91.1 2.5 6.1 0.1 

1000 人以上の企業規模 (97.7)100.0 0.2 95.2 2.3 2.3 0.0 

30～99 人の企業規模 (97.4)100.0 0.2 89.7 2.7 7.4 0.1 

（出所：厚生労働省調査資料） 

 

一律定年制を定めている企業についてその定年年齢をみると、「60 歳」とする企業が 91.1％

で、「60 歳以上」が 8.7％、「65 歳以上」が 6.2％となっている。 

企業規模別にみると、定年年齢を「60 歳」とする企業割合はおおむね企業規模が大きいほ

ど高く、「65 歳以上」の年齢とする企業割合はおおむね企業規模が小さいほど高くなってい

るのが現状である。 

一方、「定年制度の廃止や見直し」が必要と考えている企業では、その方法として「定年制

度を維持しつつ、勤務延長、再雇用等で退職年齢を弾力化」を想定している企業が 55.4％

と過半数を超えている。 

 

  表４－５ 勤務延長・再雇用制度の実施状況  ＊制度のある企業計７７％ 

14.1 12.4 50.5 

    勤務延長制度のみ  両制度併用      再雇用制度のみ 

（出所：厚生労働省調査資料） 

 

一律定年制を定めている企業において、勤務延長制度及び再雇用制度のどちらか、または

両方の制度がある企業割合は 77.0％である。これを制度別にみると、「勤務延長制度のみ」

の企業割合は 14.1％、「再雇用制度のみ」は 50.5％、「両制度併用」は 12.4％となっている。 

 一時的な大量退職のインパクトを緩和する方法としては、定年延長や再雇用が主要な対策

となるが、法律上の義務と企業のニーズが相俟って、熟練労働者を再雇用する動きが加速す

ることになることが予測される。 

 
４－２ 開発効率の低下 
現在の日本市場環境下では、人口減少、高齢化など市場全体の伸びを期待することはでき

ない。その中にあって市場動向として高付加価値製品（新しい価値の創出、既存製品の更な

る高付加価値化）の伸びであり、新しい市場の創出、既存市場の拡張が期待できる。製品の

高付加価値化のためには卓越した技術開発力が要求され今後日本の製造業の成長の原動力の

一つとなる。この技術開発力を推し量るひとつの指標として特許登録件数があり又、特許件

数とその結果を大きく左右することができる経営資源の一つである研究開発投資及びそのア

ウトプットとしての収益へのインパクトについて考察する。 
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（１）全産業における特許・研究開発状況 

特許新規登録件数（2002年国内及び海外登録の合計）については、日本（約200,000件強）

は米国（約240,000件）に次いで２位（平成18年第７版我が国の産業技術に関する研究開発活

動の動向より）となっている。次に研究開発費の動向についてみると日本の研究費の総額

（2004年度の産業界、大学、国立研究機関等の合計）は、16兆9,376億円（対前年度比0.8％

増）であり、1999年度以降５年連続で増加している。国際比較すると、2004年度の日本の研

究費（フルタイム換算後）は1,180億ドルで米国の3,125 億ドルの約38％ に相当し、世界第

２位である。つまり日本は世界第２位の研究開発費を投じ世界第２位の特許登録件数を誇っ

ている。 

次に研究開発費の収益への寄与としての研究開発効率について経年変化をみると図４－１

のように対研究開発効率（＝営業利益÷研究開発費）は長期的には減少傾向で推移しており

年々研究開発効率は低下していることがわかる。 

 

図４－１ 研究開発効率推移 

 

（２）化学産業における特許・研究開発状況 
産業界の研究費は、2004 年度 12 兆 1,661 億円（前年度比 0.7％増）で、1999 年度以降漸

増し過去最高額となっている。研究費（内部使用）のうち、製造業は産業界全体の 85.4 ％ 

（ 電気機械 31.1％、自動車 15.4％、機械工業 8.1％等）を占め、前年度比 3.6％増となって

いる。化学工業にあっては 0.8 兆円（対前年度比 6.7%減少）で対売り上げ 4.1％で比率は横

ばいとなっている。 
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表４－６ 化学工業（医薬品を除く）の研究開発費推移等 

  
一方、化学関係の特許公開件数推移をみてみると多くの化学分野での公開件数に大きな増加は

みられない。このことから研究開発費、特許件数ともに現状維持といった動向が伺われる。
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図４－２ 化学関係特許公開件数推移 
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（３）油脂工業会７社の営業利益/売上高及び研究開発費/売上高 

 

表４－７ 産業別の売上高に対する研究開発費と売上高に対する営業利益との関係（2004 年度） 

  
 
売上高に対する研究開発費の割合（研究開発投資）と売上高に対する営業利益の割合（収益性）

との関係について見ると、製造業平均に対し医薬品工業は研究開発投資、収益性ともに最も高く、

電気機械工業及び自動車工業については、研究開発投資は高いが、収益性は低くなっている。鉄

油脂工業会７社
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鋼業は研究開発投資が低いが、収益性は高い。化学工業では、ほぼ製造業平均の研究開発投資比

率で若干営業利益率が高めとなっている。油脂産業における営業利益・研究開発状況を油脂工業

会７社（ＡＤＥＫＡ、資生堂、日本油脂、第一工業製薬、新日本理化、ライオン、花王）代表と

してみるとほぼ化学工業平均に近い位置になっている。 
 

（４）化学工業における付加価値伸び率の低下 

 

 

 
＊付加価値額＝生産額－内国消費税額（消費税等）－原材料使用額等－減価償却額 

付加価値の年平均伸び率：80 年代（80 年度～89 年度）：90 年代（90 年度～99 年度）：00 年代（00 年度～04 年度）  

図４－３ 80 年代～00 年代の各産業の付加価値に対する研究開発費比率及び付加価値の伸び 

（出所：我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向第 7 版 経済産業省平成 18 年度） 

 

日本の製造業の付加価値に対する研究開発費の比率を見ると、ほとんどの業種で1990年代、

2000年代ともに増加している。 付加価値の伸び率は、ほとんど全ての業種が1990年代にマイ

ナス成長となったが、2000年代は、自動車工業、鉄鋼業などの業種でプラスとなった。医薬

品を除く化学工業では付加価値の年平均伸び率が2000年代で－1.5%とマイナス成長を示して

おり今後の研究開発費の効率化、高付加価値化が課題と考えられる。 

 
４－３ 生産設備の老朽化 
 製造業におけるリスクの中で大きなもののひとつに「産業事故」が挙げられる。 

 経済産業省は産業事故が多発していることに端を発し、2002 年以降に発生した製造業を中

心に 100 件の事故について調査を行っている。 

 その結果から人的要因に次いで設備的要因が 18 件と２番目に多い結果となっている。 

但し、この結果は最も直接的な要因で分析されたものであり、一般的に事故は要因が複合

している場合が多いため潜在的な設備的要因はもう少し多いと推測される。 
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      表４－８ 事故発生要因別の件数 

要因 件数（件）

人的要因（運転・操作上のミス）     76 

設備的要因（劣化等）     18 

その他      6 

合計 100 

      （出所：経済産業省「産業事故調査結果の中間取りまとめ」） 

  

また、製造業の主要業種である鉄鋼と化学に限定して要因別に比較してみると、鉄鋼では人

的要因が約９割を越える一方で、化学は部品の劣化等の設備的要因が約４割を占めており、

業種によって発生用因果の傾向が異なることがわかる。 

 

     表４－９ 製造業主要業種における事故発生要因の内訳 

業種 人的要因 設備的要因 

鉄鋼 94.7% 5.3% 

化学 60.0% 40.0% 

（出所：経済産業省「産業事故調査結果の中間取りまとめ」） 

 

 製造業全体の設備投資は、需要低迷と設備過剰を背景に 1991 年の 23 兆円をピークとして

減少傾向であり、1999 年にはピーク時の約半分（11 兆円）の水準となった。景気が回復傾向

にあるものの 2004 年度でも 13 兆円程度に止まっているのが現状である。 

この結果、製造業全体の設備の平均年齢は上昇の一途をたどり、1974 年の 7.4 年から 1991

年には 9.3 年、2002 年には 12 年に至っている。これはアメリカに対しても高い状況にある。 

 ※設備年齢＝｛（前期平均年齢＋１）×（前期末資本ストック－今期の除却損＋ 

今期の設備投資額×0.5）｝／今期資本ストック 

 設備全体の設備年齢が高くなる中で、表４－８に示した設備的要因により発生した事故に

ついて、設備設置から事故発生までの経過年数は約 22 年で、設備年齢よりも更に高い。一般

的には設備あたりの維持補修費用は設備の経過年数に応じて大きくなるべきであるが、維持

補修費用は横ばいであり、設備の的確な保守により安定稼動が図られているとはいえないの

が現状である。 

 設備年齢の上昇は生産設備老朽化による事故発生に対する警鐘であり、設備の経過年数に

応じてその更新や補修を適切に実施していく必要がある。 
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 図４－４ 製造業の設備投資と出荷額の推移 

（参考資料:経済産業省「工業統計」，財務省「法人企業統計調査」，政策投資銀行「設備投資調査」） 
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図４－５ 日米の設備年齢比較 

（参考資料:総務省「労働力調査」） 

  

４－４ 海外品との競争激化 
 経済のグローバル化に伴い世界規模での競争に対応するため、自動車産業における輸出か

らのシフトによる海外生産の拡大、海外取引の活発化が進展している反面、繊維産業に見ら

れるような輸入品の増大による国内生産量の激減、国内産業の変貌が進行している。 
油脂産業のなかでは、基幹製品である脂肪酸、グリセリン、天然高級アルコールにおいて

原料事情、需要構造の大きな変動により海外品との競争が激化してきている。 
 国内では牛脂を主原料としている脂肪酸事業は、国内で発生する牛脂の工業用途としての

有効利用という立場での存在意義を持ってきた。しかし、マレーシアでの計画的なパームの

増産により、再生可能な植物原料という強みを生かし、安価なパームステアリンを原料とし
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た新しいプラントでの生産が活発化し、欧州・米国・日本へ輸出されるようになった。さら

に、インドネシアでもパームの生産が活発化し、マレーシアを追い抜く程までの生産量に達

し、両国で年産能力規模の大きな新設備による増産がなされている。その間、欧米では旧設

備の廃棄が進められたが、昨今のパーム油高によるパーム農園主の設備投資意欲に基づく増

設は供給過剰の傾向にあり、ますます輸出ドライブがかかってくるものと思われる。日本で

はすでに、要求される品質のウェイトが低い業界では価格面でパーム系脂肪酸に置き換わっ

ており、ＢＳＥ問題以降、牛脂系から切り替える動きも一部では見られる。ただ、最近では

中国の需要が急速に活発になり、東南アジアからの輸出は中国に向かい、欧米の需要も堅調

なため、日本向けは価格も上昇し、輸出攻勢も一服状態となっている。しかし、消費地であ

る中国での脂肪酸プラントの建設計画も進み、今後の余剰玉の流入は避けられず、国内メー

カーに取っては予断を許せない状況である。 
 一方、天然高級アルコールに関しては、国内メーカーも早くから主原料ヤシの生産地であ

るフィリピン、さらには、その後生産量を伸ばしてきたパーム核油の主産地マレーシアでの

現地生産を拡大してきた。そのため両国からのメーカー輸入が年々増加し、国内ユーザーの

求める品質向上、国内流通のための物流体制を固めてきたため、海外メーカーの輸入品は一

部に留まっていた。脂肪酸に比べ高温高圧での生産条件下、品質維持に技術的要素を必要と

し、投資コストもかさむことから新たな供給者が現れにくく、生産を開始しても市場に受け

入れられない例が多かった。しかし、その後の新しい生産技術の開発により、新たに参入す

るメーカーも現れ、今後は原料立地の東南アジア以外の中国・タイ等消費地立地での設備建

設の計画もあり、中国での需要増、合成アルコールからのシフト、洗剤原料ＬＡＳからの切

り替えを上回り、供給過多に陥る可能性も高くなってきた。余剰玉が日本に流入してくる事

態も予想され、国内メーカーとしてもさらなる品質の向上、流通体制の強化等ユーザー満足

度を高めながら、合理化を進めていく必要がある。 
 
表４－１０  脂肪酸の増設・新設計画    表４－１１天然アルコールの増設・新設計画 

生産能力（千トン/年）  生産能力（千トン/年）

  2005 年 増設・新設    2005 年 増設・新設

マレーシア 1,595 330  マレーシア 333 100 

インドネシア 664 210  インドネシア 211 320 

フィリピン 155  フィリピン 80 90 

中国 220 245  インド 104   

日本 205    中国 81 315 

その他アジア 80    タイ   100 

米国 1,160    米国 130   

ヨーロッパ 1,485    ヨーロッパ 390   

 
脂肪酸や高級アルコール生産時に副生されるグリセリンは幅広い用途があり、これまでの

オレオケミカル増産に対してはある程度の需給バランスを保ってきたが、昨今のバイオディ

ーゼル燃料用メチルエステル増産による副生品の増加に対しては、合成グリセリンの生産中

止を誘引し、それ以上の余剰となっている。特にＢＳＥ問題以降、動物系グリセリンは需要

が大きく減少し、輸入の植物系グリセリンの攻勢が激しくなった。バイオディーゼル燃料生
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産に由来するグリセリンの発生に対し、品質面では優位性があるものの価格はダウンしてい

る。今後ますますバイオディーゼル燃料の生産は増大する傾向にあり、国内で発生する動物

系グリセリンの新規用途開発が待たれるところである。 
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第５章 油脂産業の今後の方向性 

 

５－１ 新機能商品開発・高品質化等、高付加価値品へのシフト 

①洗剤・石鹸・香粧品 

洗剤・石鹸分野においては、第２章で述べたように非常に厳しい市場環境にある。そのよ

うな環境下、事業構造を変革させるための新機能商品開発・高品質化等、高付加価値品への

転換余地があるカテゴリーとしては、柔軟仕上げ剤、住宅・家具用洗剤およびその周辺領域

があげられる。これらの分野においては、多様な消費者ニーズを先取りする日本の強みを発

揮しやすいと考えることができる。例えば、最近の様々な“におい（生活臭）”に対応した新

商品はその一例であり、市場においても従来品と比較して高いポジションをある程度維持で

きている。また、柔軟仕上げ剤は、系が比較的特殊（乳化系）であるため、これまでの技術

蓄積による優位性もある。 

単機能製品の代表として洗剤をみると以前の洗浄力のみを中心とした製品ではコストパフ

ォーマンスのみで評価されている。最近の消費者嗜好を見ると、洗浄力プラス漂白、防臭・

消臭、柔軟、除菌などの複合化による高付加価値化製品が好まれている。更に消費者向きの

製品のなかにはドラム型洗濯乾燥機、節水型洗濯機等の普及等生活スタイルの変化にあわせ、

環境、省エネルギーなどに配慮した製品が要求されるようになってきている。また、安全・

安心して使える製品として対アレルギー対応等強い健康志向を訴求点にした製品も今後の伸

長が期待できる製品としてあげることができる。 

一方、香粧品のなかのシャンプー・リンス分野では、原油高を背景とした原料高の影響を

受ける厳しい環境下ではあったが、業界メーカーの製品の付加価値向上策と市場安定化の努

力の結果、高品質の大型ブランドの市場投入による消費者の関心も高く前年に比べて出荷金

額でも微増の反転してきている。また、ヘアトリートメントにおいては市場の拡大が続いて

いる。この状況下では、2006 年下期よりシェア競争も激化しており、例年になく各社既存商

品のブランド力の強化及び新製品投入が連鎖反応を呼び、一層シェア競争に凌ぎを削る様相

を呈している。実際に都市部のドラッグストアーではシャンプー・リンス・ヘアトリートメ

ント類が商品棚の一面を埋める。青や白、深い赤、ベージュなど色とりどりの多様なデザイ

ンの容器がびっしり並ぶ。新製品ラッシュやリニューアルにより日替わりで配置が変わるほ

ど売り場の活況は続いている。 

 数年前なら各メーカーとも１年に１回程度のリニューアルやキャンペーン・新広告による

話題つくりをしてきたが、これほど大規模にメーカー競合するのは近年では異例となってい

る。こうした背景には日本独自の消費者事情も色濃く反映されている。日本は世界でもリン

ス・ヘアトリートメント類を日常的に使用する消費者が多くなっている。そもそも、パーマ、

シャギーの多いヘアカット、ヘアカラー、ヘアダイなど海外に比べて髪の毛への負担も増加

してきている。そうしたことから、シャンプーも本来の機能である汚れを落とす基本機能に

加え『美しい髪にする』、『痛んだ髪の毛を修復する』など高品質・高付加価値を求められて

きた素地があった。 あわせて、消費者も価格帯が化粧品に比べ高価格でないことから気に

入ったブランドに愛着もある一方、新製品にも眼を向けトライアル志向から気に入ればブラ

ンドスイッチするという購買パターンも強く影響する市場構造となっている。 

一例としてみると、インバス商品のうちでもトリートメントはケア効果、スタイリング効果等

製品性能に訴える新たな高付加価値品へのシフトにより市場も伸び、単価上昇を示している。こ

れは個人の嗜好（こだわり）にマッチし消費者向きに製品性能、イメージを擦り合わせることが



 - 31 - 

できた例の一つとしてあげることができる。 
 

②食用加工油脂 

成熟市場・飽和市場という厳しい市場環境にある食用加工油脂分野において、菓子やパン

に大きなヒット商品が見られない状態が続くなか、需要先商品分野の事業構造を改革させ得

る新機能を有した摺り合せ商品の開発など、メーカーとユーザーが一体となり食用加工油脂

の価値を再度見直す時期にきていると考える。 

 低付加価値から高付加価値品へシフトするキーワードとして、近年の販売量に伸びを見せ

る「健康」、「ヘルシー」といった健康機能性商品があげられる。食用油分野での健康油のヒ

ット、また、家庭用マーガリン分野においても「体に脂肪がつきにくい」、「コレステロール

を低下させる」などの具体的な効能をもつ特定保健用食品が各社から発売されており、消費

者の健康志向の高まりに対応する商品の需要は今後も増加が続くと予測される。また、無添

加志向に対する需要も依然根強くなっている。 

 高齢者人口の比率が年々多くなると推定される 21 世紀、多くの企業が高齢化市場を求めて

進出すると予想される。企業は、高齢者だけでなく、壮年層、若年層も含めた国民の「健康

を維持する」、「疾病を予防する」、「病気の症状を軽減する」という「内的老化予防」と、「い

つまでも若々しくいたい」という「外的老化予防」の２つの「一次予防」をキーワードとし

た商品開発を積極的に行ない、財政の国民負担だけではなく、高齢者をはじめとした消費者

生活の「質の維持・増進」を図っていかなければならない。 

 消費者に食品機能について正確で十分な情報提供を確保するため、厚生労働省が検討して

いる健康食品の制度改革が具体化すれば、今後条件付きながら特定保健用食品に疾病リスク

の低減表示が可能となり、国民の健康増進及び生活習慣病予防の一役を担う重要な位置付け

となる。さらに、有効成分が濃縮された錠剤やカプセルも認可される方向であり、特定保健

用食品市場は今後さらに伸長すると推定される。油脂産業は、他の産業に先駆けて生体防御、

疾病予防、老化抑制等、食品の三次機能の研究開発を積極的に進めてきた。高齢化市場にお

いても、油脂の加工技術や構造脂質、脂溶性機能成分の吸収、代謝等の機能解析を背景に、

油脂産業は生体調節機能を活用した商品を市場に提案できる可能性を持っている。現在、油

脂をメインにした特定保健用食品は 18 品種あるが、今後一層の開発が望まれ、生活習慣病の

「一次予防」を目的とした「コレステロール低下機能食品」、老化の「一次予防」を目的とし

た「高齢者用食品」等をターゲットとした機能食品の開発が期待される。 

一方、2006 年 1 月 1 日から米国でも表示が義務付けられ、一部のマスコミで取り上げられ

たトランス脂肪酸問題についても、現状では末端消費者の反応は薄く、ユーザー業界の過剰

反応の感があるものの、「食の安心・安全」に対するトランス脂肪酸問題の今後の動向にも引

き続き注視が必要である。 

 

５－２ コストダウン 

石油価格高騰により、原料の大半を輸入に依存する油脂産業において、輸入コスト、工場

稼働コスト、包装材コストなどへの直撃にもかかわらず、消費者の価格据置への要求は厳し

さを増すなか製品への価格転嫁はできず、業界各社は収益が圧迫された状況にある。このよ

うな厳しい状況下、国際分業、業界内での分業化・包装材料の共有化など、業界一致による

ダイナミックなコストダウン対策が急務である。 

製造コスト削減のためにはさらなる技術開発が必要になる。原料から製品、川上から川下にい
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たる全生産フローステップが高度な擦り合わせ技術で成り立つ製品にあっては、機能の発現を保

持した改良変更が必要となり、すなわち設計情報の製品への転写の精度が要求される。これは、

日本企業が得意とする擦り合わせ型製造技術力を発揮する。 
ただし、コストダウンを図る上では安心して消費者が継続して購買するための製品品質の

安定化、製品の安定供給化もより要求される。そのための安定生産技術、生産設備の維持管

理、事故災害等による影響を最小化するための残存リスクの低減対応、リスクヘッジ策（Ｂ

ＣＰプラン等）が必要になっている。 

 

５－３ 国内油脂産業の維持 

 「食の安全」意識が高まる中、われわれ日本人は国産牛肉および牛脂をベースとした食用

油の指向をさらに強めている。食肉および食用油としての国産牛を確保していくためには、

日本の畜産業の維持は不可欠であり、そこから発生する国産油脂の消費は不可欠である。ま

た、牛肉・牛脂の輸入品との競争が激化する中で、油脂産業が貢献する意義は大きい。 

 

（１） 原料油脂 

原料油脂のマーケットは、大豆油，パーム油及びナタネ油等の植物油及び牛脂などの動物

油はいずれも海外相場により変動している。国内のマーケットもそれに連動して変動するも

のの国産の動物油脂は流通量や品質レベルの高さから差別化された点がある。また、外的要

因としてＢＳＥが社会問題化した牛脂については、その発生の前後で次のような変動が起き

ている。 

・需給はバランスが取れているが、バランスのレベルは約 190 千トン／年から約 150 千

万トン／年へと約 20％減少した。 

・牛脂の輸入への依存比率は 52%から 47%へ減少した。 

・食用としての消費比率は 37%から一旦減少したが、現在は 40%を超えており、消費量も

以前の水準を回復した。 
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図５－１  国内の牛脂の需給バランスの推移 

（参考資料：我が国の油脂事情※農林水産省食品産業振興課） 
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 “食の安全”という観点から、国産牛脂を食用に使用するという需要は底堅いものがある

ことが伺えるが、一方、食用で消費し切れない牛脂を脂肪酸とグリセリンの製造用が主とな

る非食用として消費することが必要で、バランスが崩れないようにする必然性がある。 

また、輸入牛脂と国産の価格差はその時々の相場により、一概にどちらが高いとは言い切

れないが、日本の国内産業維持のため、価格によらず国産牛脂を消費する宿命を担っている。

日本人の食文化に変動がない限り、この状況は続くと見るのが一般的である。 

 

（２）グリセリン 

 牛脂等の国産油脂の需給バランスを維持するための方策は、脂肪酸グリセリンの製造であ

る。製造するグリセリンは動物油脂由来となり、ＢＳＥ問題発生以降医薬品・化粧品向けに

は敬遠され、用途が限定されてきている。さらに、東南アジアから輸入されるグリセリンは

植物由来で用途上の制約がないことに加えて、グリセリンの市場価格は、安価な輸入品の流

入により下落を続けていることから、国内油脂産業はバランス維持と価格下落による収益性

の悪化に悩まされている。 
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図５－２ グリセリンの単価推移  

（参考資料：石鹸洗剤工業会『年報』2005,No.55） 

 

 

またグリセリンについては、環境対策で世界的な注目を集めるバイオディーゼル燃料（Ｂ

ＤＦ）に触れておく必要がある。ＢＤＦは油脂をメタノールでメチルエステル化し製造され

るが、ここからもグリセリンが副生される。ヨーロッパでの農業政策によるなたね油の有効

利用に端を発したＢＤＦは、米国の大豆油、東南アジアのパーム油、日本国内においては回

収油を原料とする方向で軽油に混合使用されている。ヨーロッパ、米国では図(次頁)に示す

ように 1990 年代から生産が開始され急速に普及拡大が進んでいる。それと同時に、グリセリ

ンの副生量も増大することになる。 

 

 



 - 34 - 

 

図５－３ ヨーロッパにおけるＢＤＦ生産量推定  図５－４ 米国におけるＢＤＦ生産量推移 

出所：Biofuel Barometer 2005（欧州委員会、2005 年）   出所：全米バイオディーゼル会議 

                      （National Biodiesel Board） 

 

世界的なグリセリンの発生量は 2005 年で 1,035 千トンで 79 千トンの余剰となっている。

ＢＤＦの普及が主要因となり、2008 年には発生量が 40%増の 1,475 千トンに達すると予想さ

れ、さらに余剰感が高まり、価格の下落がさらに進むこととなる。価格下落の歯止めはもち

ろん、国内で発生する動物系グリセリンの新規用途開発が特に待たれるところである。 

 

 

表５－１ 世界のグリセリン発生量の実績・予測   表５－２地域別需給バランス（2005 年） 

               （1,000t／年）             （1,000t／年） 

発生の由来 2003 年 2005 年 2008 年予想 地域 生産量 消費量 バランス 

石鹸 180 160 130 USA 102 202 △100

脂肪酸 350 410 480 EU 395 351 ＋44

BDF 160 270 600 ASEAN 335 37 ＋298

天然ｱﾙｺｰﾙ 110 130 220 CHINA 45 125 △80

合成ｸﾞﾘｾﾘﾝ 80 20 － JAPAN 46 77 △31

その他 50 45 45 OTHERS 112 164 △52

合計 930 1,035 1,475 TOTAL 1,035 956 ＋79

           （石鹸洗剤工業会資料）         （石鹸洗剤工業会資料） 
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第６章 まとめ・提言 

 

本章では第２章で述べた他製造業の成長の為のキーワードを参考にし、第３章での油脂産

業の現状を踏まえ、第４章、第５章でとりあげた油脂産業で考えられる成長を阻害する環境

変化、今後の方向性・課題のキーワードからとるべきいくつかの施策について提言をおこな

いたい。 

 

６－１ 日本企業の強みを生かした開発力アップ 

第２章でみてきたように成熟市場にあっても好成長をつづけている企業或いは製品群が見受け

られる。鉄鋼における自動車向け或いは家電向けの高張力薄型鋼板のように顧客の要求に合わせ

こんだ又その製造の際に要求機能発現の為に各工程同士の高い擦り合わせが必要な製品があり、

自動車産業では、顧客要求イメージにあった自動車の作りこみ及びその為の各製造工程間高度擦

り合わせによる機能実現がなされている。油脂産業にあっても顧客用途に製品を合わせこんだ機

能性化学品や毛髪特性など消費者の特性にきめ細かく製品を作りこんだ製品など付加価値を顧客

にあわせた製品等に高収益、高成長製品が多い。 

日本のもの作りは、高度成長期に発達した長期雇用、長期取引慣行により顧客嗜好の機能、品

質にあわせたもの作りにあった技術力・組織を培ってきた。又日本人の完全主義的性向からか働

き方或いは会社組織において組織間の壁、垣根は低く仕事のある程度のオーバーラップによる若

干の非効率性は許容しても逆に部門間の隙間を容認できない体質があるため相互補完的に部門間

の擦り合せの必要な仕事の進め方を得意としている。 

 

（１）強みを生かした顧客擦り合わせ型製品の擦り合わせ型生産技術製品への集中 

表６－１に一般産業における製品群を顧客要求に合わせ込んで作られる顧客擦り合わせ型製品

（インテグラル型製品）と一般顧客向けに規格化された製品（モジュール型製品）の軸と製造に

あたって各生産工程において工程間毎に擦り合わせを必要とする製品（インテグラル型生産）と

各工程が独立して生産可能な製品（モジュール型生産）に分類した。日本企業の高収益製品群は

インテグラル型製品とインテグラル型生産の組み合わせが多い。 

 

表６－１ インテグラル型製品とインテグラル型生産類型化イメージ 

 インテグラル型製品 モジュール型製品 

インテグラル型生産 乗用車，オートバイ 

精密機械，高張力鋼板 

機能性化学品（トナー等） 

工作機械 

レゴ（玩具） 

写真フィルム 

モジュール型生産 液晶テレビ 

プレハブ住宅 

パソコン，パッケージソフト

自転車 

 

表６－２に油脂産業における製品群の分類を行った。ここで顧客擦り合わせ型の製品では市場

伸び、単価上昇を示す製品群が多くまた製造にあたって擦り合わせの必要な製品は他者の追随を

安易に許さない独自技術に守られた製品が多い傾向が見受けられる。 
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表６－２ 油脂関連製品のインテグラル型製品とインテグラル型生産類型化イメージ 

 インテグラル型製品 モジュール型製品 

インテグラル型生産 トリートメント，ヘアカラー

特定保健用食品 

特殊用途活性剤 

高級アルコール 

脂肪酸，グリセリン 

粉末洗剤 

界面活性剤 

モジュール型生産 シャンプー，リンス 

化粧品 

機能性マーガリン 

健康飲料 

液体洗剤 

汎用マーガリン 

 

①顧客擦り合わせ型製品（インテグラル型製品）の開発 

新機能、高品質化の為には新しい生活スタイル、健康・個性美、安全・安心、環境といった異

なった視点からの顧客ニーズの把握、掘り起こし、合わせこみが重要になってくるが従来世界的

に日本の顧客の品質、機能に対する要求度は高い。既にこれに対して日本企業はニーズ掘り起こ

しに対して生活研究センター、商品相談センター、顧客との関係強化といった対応能力を有して

いる。今後これら強みを生かす方向で経営資源を注力し多種多様な顧客要求に擦り合わせ対応し

た個々の製品開発を行うことで新たな市場、既存市場の伸張が期待できる。 

 

②擦り合わせ型生産（インテグラル型生産）の開発 

新規製品を製造するに当たって新規機能を製品に持たせる為に工程間調整が必要になってくる

製品の場合、コンカレント開発、フロントローディング等による開発時間の短縮、工程間擦り合

わせを密にする必要があるため組織横断的開発が求められる。先に述べた日本型運営に見られる

セクショナリズムを排除する風土、マトリックス運営などモジュラー型の生産に適した米型の効

率追求型組織に対して有利な下地を持っているのでこれを更に強化し、培った企業風土を生かし

た技術開発により他の追随を安易に許さない生産技術の蓄積が可能になってくると思われる。 

 

③モジュール型製品およびモジュール型生産 

モジュール型製品については、規模の経済原則或いは原料調達力や消費地生産を考慮した戦略

が必要となるが、キーワードの一つは、コスト競争力であり今後より重要になってくる。        

モジュール型製品生産設備の多くは大量少品種型設備で更新、新規設備設置頻度が低く比較的

設備は老朽化が進んでいる。こういった償却の進んだ設備をいかに安価に維持し新たに投資する

ことなく低コスト性を保てるかといった課題に対しては、保守管理技術のレベルが重要になって

くる。 ６－２－（２）で述べる長期雇用性をいかした人材育成、技術伝承による保守技術レベ

ルの維持向上が鍵になっている。 

 

最も高収益が期待できる組み合わせはインテグラル型製品，モジュール型生産であるが、わが

国の油脂産業においては他の追随が容易であるために長期的優位性を維持することは難しい。長

期的優位性を維持するには日本の強みを生かしたインテグラル型製品とインテグラル型生産の組

み合わせの方向に進むべきではないか。 

さらに、モジュール型製品が中間原料である場合、川下顧客の要求にきめ細かく製品を作りこ
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み、またその必要機能を先取りすることで製品をインテグラル型にシフトさせることで利益率の

高い高付加価値品にシフトさせることもひとつの方向である。 

  

（２）経営資源の選択と集中、共同開発による開発効率の向上 

企業規模を欧米各社と比べると欧米各社は、売上げ規模が大きくそれに伴う多額の研究開発費

を投下できる。その結果、高い新規技術開発力により新規製品を多数上市でき、先行者利益とし

てシェア独占し高利益率を確保するといった構図となっている。これに対し日本企業の規模の劣

位はあきらかである。方策のひとつとしては医薬産業でみられるような合併による規模の拡大が

ある。一方第４章でのべたように近年開発効率の低下傾向すなわち開発費の収益寄与率の低下が

みうけられ経営資源の選択と集中による開発効率の向上の方策が考えられる。 

ここでは油脂産業における開発費、環境対応費等を効率的運用するための効果的開発（選択と

集中）の方策について提案したい。 

 

①企業間の相互開発協力 

環境・安全規制（ＲＥＡＣＨ,ＧＨＳ等）、環境対策、グリセリンの有効活用、省エネルギー、

安全・保安管理関連技術伝承等今後の共通課題は多い。これに対して各社それぞれ分散的にこの

研究開発を進めるのみならずビジネスアライアンス或いは協同組合方式による技術開発を進める

ことで開発効率アップにつなげる。 

 

②共通開発課題の産学共同 

日本は米国に比べ研究開発に関して産学一体化されていない。企業から大学或いは公的研究機

関への関与・寄与が低いため今後産学一体の技術開発の強化による開発力強化を提案していきた

い。その為には開発ステージの住分け、知財権の明確化等の枠組み仕掛けが必要となるが人的交

流、投資支援等更なる関係強化を図ることにより更なる基礎研究強化、リゾースの効率的利用が

できると考える。 

 

６－２ 人材確保と育成 

第４章で述べたように、団塊世代の大量退職に伴う種々の問題（2007 年問題）に端を発する人

材に関する問題、即ち、人材確保、人材教育、技術伝承と熟練労働者の活用等は、現在の日本の

製造業が直面している深刻な問題である。その対策については、当然個々の企業で検討・実施し

ている最中であるが、油脂産業において、業界として取り組むべき施策について提言を行いたい。 

 

（１）優秀な人材の確保 

日本経済に明るさが増す中、採用戦線

は活発化し、採用側の買手市場から就職

側の売手市場へと変化を見せている。企

業のブランド戦略においても採用活動に

対してのアプローチが重視されるように

なった。企業は優秀な人材を確保すると

いう視点から魅力ある企業ブランドの構

築が急務になってきている。 

最近の学生が企業に求める要素や条件

総 合

順 位 男 子 女 子 文 系 理 系

1 全 日 本 空 輸 （ A N A ） 2 5 1 3 2 5
2 講 談 社 1 4 2 1 7 4
3 み ず ほ ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ ｸ ﾞﾙ ｰ ﾌ ﾟ 4 6 2 7 7
4 ﾌ ｼ ﾞﾃ ﾚ ﾋ ﾞｼ ﾞｮ ﾝ 3 1 2 7 2 4
5 集 英 社 2 7 4 4 1 1 5
6 ｼ ﾞｪ ｲ ﾃ ｨ ｰ ﾋ ﾞｰ 3 9 3 5 8 3
7 三 菱 東 京 U F J銀 行 1 3 9 6 1 1 3
8 サ ン ト リ ー 1 6 1 0 1 0 1 3
9 資 生 堂 6 0 5 1 1 1 1
1 0 日 本 航 空 （ J A L ） 4 6 7 8 4 5
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 出 所 ： 就 職 情 報 研 究 所 ）

順 位
企 業 名

表６－３ 2007年卒学生人気企業就職ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾗﾝｷﾝｸﾞ 
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は変わってきている。以前であれば、給与を中心とする待遇や労働条件が何より重視されたが、

現在は「プラスアルファ」が重要である。待遇が良い、労働環境が良いのは当然必要な条件であ

るが、それだけでは優秀な人材は集まらない。 

2006 年 6 月後半に発表された学生の就職人気企業ランキングでは、航空、マスコミ、金融、旅

行業界が上位を占めた。例年に比べて金融業界が大きくアップし、メーカーの人気はかなり下が

っている。また、“狭き門”であるマスコミ人気が更に高まり、売り手市場である学生の強気な心

理がうかがえた。さて、これらの学生に志望動機を聞いたところ、１位は「大企業である」から

であった。この数値はここ数年上がり続けており、2007 年卒は少し下がっているものの依然高い。

一方で「若い内から活躍が出来る」といった志望理由は年々下がっている。全体的には学生の大

企業志向が一層強まり、キャリアを若い内から作ろうという意識が薄まっている傾向にある。 

学生達はまず人気企業に集中して応募し、それから準大手、中堅・中小企業に応募するという

順番となり、優秀な人材を採れる企業とそうでない企業の二極化が顕著になっている今、企業は、

学生達が「この会社に就職すればこんなプラスアルファがある」と期待を持てるように企業自体

を変革しなければならない。その変革のポイントは３つで、１つはやはり給料や休日日数、福利

厚生などの待遇を良くすること。２つ目は、社員が成長していくためのプログラムや実力を適性

に評価する人事制度と、社風や人間関係が良いなどの労働環境の整備。そして最後が「仕事のや

りがい」を見出せる企業づくり。メーカーの人気がかなり低下している中で、本気で優秀な人材

を集めたいと思うならば、前述した企業変革の３ポイントを中心に改革に取り組み、メーカーの

イメージアップを図らなければならない。 

油脂産業界としても、上述した個々の企業の取り組みに加え、「油脂産業」全体のイメージを向

上させるような施策と興味を湧かせる啓蒙活動が必要と考える。そのためには、「健康」や「環境」

を前面に押し出した事業の促進は大きな効果があるものと考えられる。また、理系離れが謳われ

る昨今、小中学生のものづくりへの関心を高めることも必要である。例えば、油脂産業業界が主

催して、加盟している各企業が工場見学を受け入れる体制を更に充実させ、ものづくりの楽しさ

を実感できる機会を増やすこと等が挙げられる。 

 

（２）技術伝承と技術人材教育 

2007 年問題に対応して製造業では、自社の生産能力や品質を確保するために、即効性のある取

り組みとして、技術の海外移転や機械システムによる代替、そしてアウトソーシングを展開して

きた。しかしながらこうした取り組みは、結果的に自社内の技術を伝承する側、伝承される側双

方の不在、空洞化を招いている。他方、アウトソーシングを業務委託ではなく、自社が持つ技術

の共有の機会ととらえ、協力会社を含めた企業グループで技術伝承に取り組んでいる製鉄業の企

業群のような例がある。高炉を建設する機会が激減しているこの業界では、少ない機会を共有す

るためにも、自社の枠を超えたこのような工夫が重要なのである。この製鉄業の例は、そのまま

油脂関連工業にも当てはまる部分も多く、是非とも見習いたいところである。 

技術伝承の問題は技術教育の問題でもある。技能にはそれが育つと人間が育つという面がある

が、逆に人が消えれば技能も消えてしまう。人は育てて使う、これは日本の企業の中で当たり前

に行われてきたことである。しかしながら、企業を取り巻く環境や背景が激変している現在、従

来はうまくいっていたやり方が、今必ずしも適切なやり方ではなくなってきている。あるいは、

やり方や仕組みがよくできたものであったとしても、長い年月のうちに取組みが形骸化してしま

っていることも考えられる。そういった意味で、自社の技術教育がきちんと実践されているかど

うかを、もう一度問い直す必要がある。 



 - 39 - 

現場の教育･訓練の実践で大きな役割を果たしているのがＯＪＴ である。しかし、「ＯＪＴを重

視している」という言葉は、言い換えると「技術伝承を現場任せにしている」とも表現すること

ができる。明確な方針も目標もなしに現場に任されたＯＪＴ は、必然的に教える人間、教えられ

る人間の能力と、現場の状況に依存したものになる。つまり、教育する側がたまたま教えるスキ

ルにも熟練した人間であり、学ぶ側もその薫陶を受けて高いモチベーションを持っている場合は

良いが、そうでないＯＪＴ は、ただこなしているという名目上のものになりかねない。さらに、

現場に余裕がある場合は良いが、業務があまりにも繁忙である現場では、ＯＪＴからトレーニン

グの要素が抜け落ちて、日常の業務に就いていることとなんら変わらないものになってしまう。

従って、自社の技術教育の現場がこのような状況に陥っていないかどうかを確認する必要がある。 

技術・技能の伝承は、教育の持つ基本的な性格がすべて反映される取り組みである。教育、特

に企業内教育が持つ基本的な性格とは、①目標の実践と評価の実施：指導者と学習者がいること、

教育目標が設定されていること、目標を達成する活動として実践されること、目標が達成された

かどうかの評価確認が行われること、②企業の理念、戦略の実現：企業の未来戦略が反映される

活動であること、経営サイドが責任を持って関与すること、③全社的、継続的取り組み：全社的

推進が行われること、特定の人だけに限定したり期間を限定したりしないで、全員が継続して関

わること。これらを反映した技術・技能伝承システムを構築することが成否を分かつポイントで

ある。さらには、このシステムの構築は全社的理解によって展開し、時間と労力を惜しまず計画

策定することが重要である。 

技術･技能伝承に成功している企業の特徴としては以下の５点があるといわれている。 

①人事システムと能力開発（技術･技能伝承）が組み合わされた体制が整備されている 

②機械への過度な依存がない／アウトソーシングできるものも戦略的に内製化している 

③技術･技能伝承を経営上の問題と捉えて行動している 

④技術･技能伝承に関して、社内や工場の至るところで教育上の配慮がなされている 

⑤（④に関連して）技術･技能マニュアルが活用され、進化し続けている（技術･技能マニュア

ルや教材がきちんと整備され、常にその内容が更新され、さまざまな工夫が次々に追加される） 

 

以上の点を踏まえた上で、油脂工業会に加盟する企業が参画して、効率的な技術伝承の方法（シ

ステム）の共同開発とその共有化を提唱したい。当然のことながら、個々の企業のコアコンピタ

ンスである技術そのものの伝承を業界共通で行うことは不可能である。しかしながら、上述のよ

うに、技術伝承は教育としての体制を構築するのに多くのスタミナを要することから、この部分

の共同開発は業界として取り組むことにより、個々の企業の知見を生かして完成度を高めること

ができると考える。更に、技術人材としての基本である安全や設備に関する教育、事故事例デー

タベースの構築等、共有化すべきことは多い。 

技術伝承の問題を、単に一職場、一企業の問題として捉えるのではなく、企業の経営、業界の

存亡に大きく関わる問題であるという認識をもう一度深めなければならない。 

 

ここで本研究会の報告を閉めさせていただきますが、１年間の活動を通した結果を報告書とい

う形でまとめることができたことは、参加したメンバー全員の努力の結晶であることには違いあ

りませんが、研究会活動を理解いただき取り組む環境を整えていただいた各社関係者の皆様に感

謝し、ここに厚く御礼申し上げます。 

また、参加メンバーは企業の垣根を越えた議論ができたことは勿論、同志として情報交換や交

流がもてたことを財産とし、今後も自社，油脂産業の発展のために精励する所存です。 
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